
 

春風の花を散らすと見る夢は 

覚めても胸のさわぐなりけり 
                               （西行） 

  

朝と昼の気温の差があるので油断をすれば風邪を引きそうな日が続いていますが、

寒さで遅れていた自宅前の公園の桜の花も満開となりました。庭の蕗も芽吹いて春ら

しくなってきました。ただ、今年の春は、小鳥の姿が少ないとの話を聞いて少し気に

なっていますが、皆様お元気ですか。 

昨年の４月２８日に地方統一選挙が行われ市議会に送って頂きましたが、昨年のこ

の時期はバタバタしていて皆様には大変御迷惑をお掛け致しました。 

 改選後この１年間、皆様の付託に応える様に活動をして参りましたが、今後も残さ

れた任期一生懸命に頑張って行く所存でいますので、変わらぬご支援をよろしくお願

い致します。 

 さて、飯塚市議会では、平成２４年３月定例会が、２月２４日から３月２２日まで

開催され、平成２４年度の市の行政施策について審議が行われました。 

 昨年に引続き、市長の 

平成２４年度の施政方針 

に対して代表質問をおこ 

ないました。 

 また、東日本大震災の 

復興支援として、震災で 

多量に発生した「がれき」」 

の広域処理に飯塚市も取 

組むことを求める決議案 

の提案者となり、市にこ 

の対応を要望致しました。 

行政視察 新潟県長岡市のまち中にある 

こそだてのえき「ちびっこひろば」前にて 
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平成２４年度３月定例市議会報告 
 平成２４年度３月定例市議会が、２月２４日から３月２２日まで開催されました。 

 今回の定例市議会では、平成２３年度飯塚市一般会計補正予算（第６号）と、平成

２４年度の飯塚市一般会計予算、飯塚市立病院事業会計予算、飯塚市水道事業会計予

算等と各特別会計予算の計１７会計予算についての審議と、飯塚市公民館条例の一部

を改正する条例等の１４件の条例審議、その他鯰田工業団地の土地の処分等の６件、

議員提出議案７件、報告事項４件の審議が行われました。また、教育委員会で協議を

されていた鎮西中学校区、穂波東中学校区に小中一貫校を建設する場所が決定された

ので、用地取得に関する費用としての補正予算が追加審議されました。 

 条例議案の主なものは、 

◎地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律による社会教育法の改正に伴い、公民館運営審議会の委員の委嘱の基準で

定める「飯塚市公民館条例の一部を改正する条例」（参酌基準） 

◎地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律による図書館法の改正に伴い、図書館運営審議会の委員の任命の基準

を定める「飯塚市図書館条例の一部を改正する条例」（参酌基準） 

◎平成２４年度から平成２６年度の第１号被保険者の介護保険料を基準額年５万９７

００円から年７万６８０円とする「飯塚市介護保険条例の一部を改正する条例」 

◎飯塚市立病院の診療科目に新たに胸部外科を設ける「飯塚市立病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正する条例」等です。 

 その他の議案としては、 

◎土地の処分（鯰田工業団地）については、㈱タイセイプラスに対して鯰田工業団地

約１万２０００㎡を約９千５７６万円（１０年間の使用貸借特約付き）で売買するも

のです。 

◎財産の貸付け（飯塚リサーチパーク）については、幸袋のリサーチパーク内の土地・

建物をＣＲＯＳＳＥＥＤ株に対して、平成２４年４月１日より平成２７年３月３１日

まで固定資産税＋維持管理費（年約４３７万円）で使用貸借契約により貸付けるもの

です。 

◎専決処分の承認として、学校給食費を納入しない長期滞納所帯４４件に対して、飯

塚簡易裁判所等に支払い督促の申立てを行ったところ、相手方２件から分納納入を求

める督促異議申立てが行われたことにより、民事訴訟法により訴訟手続きへ移行した

ため、地方自治法の規定により学校給食費請求事件として、この２件について専決処

分を行ったものです。 



 3
 

  平成２４年度飯塚市一般会計予算の総額は５８７億５千万円で、補正予算３億８

千万円を追加して総額５９１億３千万円となり、その主な歳出内容は、次のようにな

っています。◎特別会計を含む人件費総額は平成２３年度の９８９人から２８人減の

９６１人で２億２４６２万２千円を減額し７８億５８７万３千円。◎議会関係では、

議員共済給付負担金が負担率の見直しにより７千７０７万円減額し８千９０２万７千

円。◎認定子ども園整備事業（幸袋保育所・幸袋幼稚園）（赤坂保育所・庄内幼稚園）

（頴田保育所・かいた幼稚園）１億３３２万４千円。◎生活保護受給者に対する給就

労意欲喚起等の支援を新たにするための業務委託料１６６万８千円。◎生活保護扶助

費は３億６９２５万７千円増額の１０９億９１４６万１千円。◎清掃工場の電気・機

械整備等の更新委託料８億円。◎リサイクルプラザ機械設備の更新委託料５千万円。

◎環境センター機械設備の更新委託料４億円。◎浸水対策事業費４億３０５５万８千

円。◎中心市街地活性化事業費３億２０５４万７千円。◎飯塚一中・飯塚三中・菰田

中統合による校舎増築のための飯塚第一中学校増築等事業費２億３８３５万１千円。 
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施政方針対して代表質問を行いました。 
「東日本大震災に関連して」 

質問、昨年３月１１日の東日本大震災に関して、市長は、「いまだその傷は癒えており 

ません。」「今後も我々に出来ることを考えて、そして引き続き行動をしなければな 

らないと痛感しております。」と述べているが、飯塚市はこれまでどの様な対応を 

おこなってきたか。今後どの様な対応を考えているのか。 

答弁、飯塚市では支援対策本部を設け義援金６５０８万４１３２円、市から１５００ 

万円を日赤を通じて送金し、食料等の救援物資を搬送するとともに延べ３２名の職

員を３９１日間派遣した。今後は予測される復興事業に伴う職員派遣の要請に応え

ていきたい。 

質問、市長が、「震災の件につきまして我々にできることを考えて」と言われているが、 

「がれき」の広域処理について協力していく考えはあるのか。 

答弁、これまでも県を通して環境省から受入れの可否及び受入れの検討状況について 

調査があっており、本市としても出来る限り被災地を支援する必要あることから、 

課題と、問題点について検討してきた。今後の対応は、安全かつ適正な処理が可能 

な災害廃棄物については、地元及び県等と調整を図りながら検討して行く考えであ 

る。 

質問、わたしどもは、過去３回大きな水害があってその処理だって大変だった、その 

時に全国の心ある方々に支援を頂いたわけであるから、やはり困ったときは協力し 

ていくべきと考えるが、市長の考えはどうか。 

答弁、飯塚市だけが先行してどうのこうのというのではなく、意識としては十二分に 

早く、国のことを考えたら早くやらなければならないと思うが、そのためには安全 

安心という数値をそこに求めて行きたいと思っている。 

「地域の各産業の就労状況について」 

質問、世界経済の状況から、国内の経済情勢について、「失業率は依然として高水準に 

あり、若者をはじめとして国民生活に密接に関連する雇用情勢も厳しく、景気回復 

への不透明感はぬぐえない状況にあります。」と述べているが、国の失業率の推移は 

どうなっているのか、また、飯塚市においてはどうなっているのか。また、市長に 

なって７年目と今年はなるが、この間の各産業の雇用状況の推移はどうなっている 

のか。 

答弁、平成１８年と平成２３年９月と比較すると、完全失業率は、国４．１％で同率、 

県５．４％から５．８％と上昇している。有効求人倍率は、全国１．０６％から０． 

６７％、県０．８８％から０．５９％、筑豊０．６３％から０．５４％、飯塚管内 
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０，６５％から０．６０％となっている。 

 産業別就労状況については、国政調査によるが、平成２２年度の国勢調査の数値は 

５月下旬が公表予定で、平成１７年度の国政調査の数値で答弁する。 

質問、平成１８年に市長になったが、この６年間の産業実態がどうなっているのか捉 

えていないということか。 

答弁、現状としては、指摘の数値については持ち合わせていない。 

質問、地域主権と言われ、地域のことは地域で考える様にと言われているが、国・県 

に頼ることなく市でやれる方法を考えるべきだと思うが、どう考えるのか。 

答弁、広範囲の企業情報等を収集出来るシステムを今後確立すべく取組んでいく。 

「スマートウエルネスシティについて」 

質問、「スマートウエルネスシティ首長研究会に参加しました。今後は本市の特色を生 

かした具体的な施策の研究を行ってまいります。」と述べているが、この内容はどう 

いうものなのか。また、具体的な施策の研究とは、どのようなものなのか。 

答弁、少子高齢化、人口減による社会構造の変化に対応するため、市民誰でもが健康 

で生き甲斐を持ち、安全で安心で豊かな生活が営まれる都市、健康都市を目差すも 

のであり、研究会では健康に関心がある人は３割程度で無関心層が約７割と言われ 

ており、この無関心層をどう巻き込んで健康作りに取組んでいくかが課題となって 

いる。 

「まちづくり協議会と自治基本条例の制定について」 

質問、地域コミュティの構築・活性化については、「１２地区公民館全ての地区で「ま 

ちづくり協議会」の設立を目差してまいります。」と述べているが、設立に向けて順 

調に進んでいるのか。また、今回の予算書の自治基本条例策定経費の説明に「平成

２５年度の制定を目差して検討・策定作業を実施するもの」とあるが、平成２５

年４月１日条例施行の予定で取り組む考えであると理解して良いのか。 

答弁、市内１２地区で、平成２３年度末で８地区設立し、残り４地区は準備会が設立 

されており平成２４年度中に設立を目差している。自治基本条例の制定については、 

策定委員会を立上げ平成２５年度中に策定したい。 

質問、平成２４年度中に出来ないということは、積極的に取組んでいないと思うが、

策定委員の選定はどう考えているのか。 

答弁、委員会構成は現時点では有識者、自治会長、市民公募等で１５名を考えている。 

質問、この条例の内容には、市民の責務、行政の責務、議会の責務が謳われる、平成 

２４年度に中にまちづくり協議会が１２地区に出来るが、そこの代表者を入れ大人 

数で検討していく、議会も入って検討していくべきではないか。 

答弁、市民からの意見を聞くのは、意見募集・まちづくり協議会との意見交換等を行 
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いながら策定していきたい。議員の就任については、議会と相談する。 

「行財政改革に関連して」 

質問、「行財政改革実施計画第一次改訂版に基づく施策を着実に実施するとともに、今 

後の財政需要に対する財政見通しを立て、更なる行革の取り組みを行ってまいり 

ます。」と述べているが、これについては、先の庁舎特別委員会での質疑の際、今後 

の財政シュミレーションを年内に示すとの答弁があったが、年内に示すのか。 

答弁、浸水対策事業、学校再編事業、中心市街地活性化事業に取組んでいるが、多額 

の予算が必要で合併特例債を活用している。今後の公共施設の整備等を含んだ財政 

需要を見込んだ中で、年内には財政見通しを立て更なる財政改革に取り組んでいく。 

「林業について」 

質問、「公益的機能を保全するため飯塚市森林整備計画に基づき、市内各森林の適正な

維持管理や荒廃森林再生事業を推進し、適切な森林管理を推進してまいります。」と

述べているが、飯塚市森林整備計画では公益的機能についてはどの様に示されてい

るのか。林業事業体の体質強化はどの様に進んでいるのか。また、平成２２年１０

月施行の「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」との関係はどう

なっているのか。 

答弁、公益機能は、水源涵養、山地災害防止、快適環境形成、保養レクリェーション、

木材等生産がある。国、県、市、団体が一体となって林業振興のため、森林環境税

を利用し荒廃森林再生事業委託等を行っている。県では１月３０日に公共建築物に

おける木材の利用の促進に関する基本方針を策定しており、市でも平成２４年度中

に基本方針を策定する。 

「保育行政に関連して」 

質問、保育行政で、市は「認定子ども園」として取組むが、国の新施策として「総合

こども園」が出来るが、これについてはどう取組むのか。「子ども・子育て新システ

ムに関する基本制度とりまとめ」では全ての子どもが対象となっている、休日保育

を実施行っているが、就労実態に合わせた運用をお願いしたい。４年生以上も対象

に児童クラブについても就労実態に合わせて休日の受入れをお願いしたい。 

答弁、平成２７年度からの「総合子ども園」は「認定子ども園」と、ほぼ同じと考え

られるので、円滑に移行することが出来ると考えている。休日保育は市立保育所で

４ヶ所、延長保育を１６ヶ所で実施している。「子ども・子育て新システム」の法案

骨子には４年生以上も児童クラブの対象になっている。現在休日の児童クラブは行

っていないが、休日の子どもの過ごし方については、児童クラブではなく、仕事と

子育て・家庭の両立を推進していく上から一般児童対策として検討していきたいと

考えている。 
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    東日本大震災で発生の「がれき」の 

広域処理の受入れ決議・可決 
飯塚市議会では、東日本大震災で発生した「がれき」の広域処理に飯塚市も協力す

ることを求める決議を行いました。 

東日本大震災発生後１年が経過して、復興の障害になっている「がれき」の広域処

理の要望に対しては、多くの市議会議員により、飯塚市は平成１５年８月の豪雨災害

時に全国から多くの復旧支援を頂いたことを考えると、支援協力をすべきであるとの

意見が形成され、各会派の代表者の協議により、市に対して、「がれき」受入れの要請

する決議案を、 

提出すること 

になり、採決 

の結果、議員 

２８名中議長 

を除く２７名 

中、賛成２５ 

名、反対１名、 

退席１名で可 

決されました。 

 市長は代表 

質問の際の答 

弁では、東日 

本大震災で発 

生した「がれ 

き」の広域処 

理に対しては 

慎重な姿勢を 

示していまし 

たが、市議会 

の動きに応じ 

て受入れを表 

明致しました。 
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ＪＲ愛宕踏切拡幅へ 
 市に対して、市民の安全確保の点から市内の踏切の整備を一般質問等で要望を重ね

てきましたが、先にご報告していましたＪＲ愛宕踏切の拡幅について、市とＪＲ九州

㈱との協議が整い、平成２４年度から平成２６年度までに改良工事を行います。（平成

２４年度では、調査測量委託費３００万９千円が計上されました。） 

 工事の内容は、平成１０年度に完成した市道愛宕２号線の道路幅に合わせて、踏切

部分１１．５ｍの長さを幅９．７５ｍに拡幅し、踏切の前後の道路幅員の狭い部分に

ついても拡幅を行います。 

この踏切の拡幅は、市 

道愛宕２号線整備の際に 

合わせて地元より要望し 

ていたものですが、費用 

の問題とＪＲ九州㈱との 

協議が整わず先送りにな 

っていたものです。 

国道２０１号飯塚庄内田川バイパス事業進む 
 平成２４年度の国道２０１号飯塚庄内田川バイパス事業内容が公表されました。 

 この内容によると平成２４年度の事業で、忠隈高架橋長さ１４０ｍの下部・上部工

事、下三緒跨線橋長さ２０ｍの下部工事、山内地区の１００ｍの改良工事を実施する

予定となっています。また、烏尾トンネルが片道１車線のため、トンネルの両入口で

の渋滞が見られますが、これの解消のため新たにトンネルを設けるための調査設計に

取組みます。なお、平成２４年２月に弁分から堀池古川交差点の間１Ｋｍが片道２車

線の供用となりましたが、引続き、堀池交差点から五穀神交差点の間１．１Ｋｍが平

成２５年度片道２車線供用予定、下三緒から庄内工業団地交差点の間１．４Ｋｍが平

成２６年度片道２車線供用予定で、庄内工業団地交差点から田川市の見立入口交差点

の間４．７Ｋｍの片道２車線での供用開始は平成２８年度以降となっています。 

 また、平成２４年３月に、飯塚市・行橋市・田川市・勝山町で、この事業の推進と、

八木山バイパスの早期の無料化・片道２車線化の要望書を、民主党市議団を通じて国

土交通省に提出致しました。 

 飯塚市議会では、この事業の促進を図るため「八木山バイパスの早期無料化に関す

る」意見書が議員提出議案として提出され採決の結果、議長除く２７名中賛成１６名

反対１１名で可決され、国土交通大臣等に送付することになりました。 

ＪＲ九州愛宕踏切 


